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Ron and Prakash 2015; ICNL 2016］。外国からの NGOに対する援助が増加するなかで出現している
「ブリーフケース NGO」といわれる、自己利益の追求のみを目的とする NGO の活動の規制は必
要である［宮脇・利根川 2018］。しかしながら、支援を必要とする人びとのために、使命をもって
活動する多くの NGO が、規制的な政策のもとで、困難な状況に面している可能性がある。 
本稿では、東アフリカに位置するエチオピア連邦民主共和国（以下、エチオピア）とケニア共
和国（以下、ケニア）の二カ国に注目する。エチオピアでは、2009年に「慈善団体および市民団
体に関する布告（Charities and Societies Proclamation No. 621/2009）」（以下、旧布告）が制定された。
旧布告の内容は抑圧的であるとして、国内外から多くの批判を受けた一方で［Ashagrie 2013 など］、
旧布告は、ウガンダやケニアなど近隣諸国の NGO に関連する法律に負の影響を与えたといわれ
ている［Mwesigwa 2015］。そして、旧布告制定から 10年後の 2019年 3月にエチオピアでは、抑
圧的な旧布告から一転、NGO に対して寛容とされる「市民社会組織に関する布告（Organizations 
of Civil Societies Proclamation No. 1113/2019）」（以下、新布告）が制定された。このようなエチオピ
アにおける変化の時機を捉え、本稿では、エチオピアとケニアにおける NGO に関連する法規制の






NGO 全般の活動領域に関して、Korten［1990］は NGO の世代論により四分類して説明してい
る。第一世代の NGO は、受益者の人びとの不足を補うサービスの直接供与を行う。第一世代の活
                                                        
1 エチオピアにおいては、CSO（Civil Society Organization: 市民社会組織）という表現が、NGOよりも公的に使用
されているが、本稿では統一して「NGO」とする。また、本稿では、正式に登録している NGO を対象とする。 
2 2015 年から 2017 年のわずか 2 年弱のあいだに 14 もの NGO に関連する法規制が新たに制定されているという
報告がある［ICNL 2016］。 
3 本研究は、2016 年 2 月に実施したエチオピアでの現地調査での NGO 代表 18名と関連政府機関職員 1 名へのイ
ンタビュー調査、2020年 2月に実施したオンラインによるエチオピア現地 NGO代表 4名からの聞き取り調査、
2020年 3月に実施したケニアで活動する国際 NGO代表 1名および現地 NGO代表 1名に対するオンラインによ
る聞き取り調査、そしてエチオピアおよびケニアの関連文献の分析をまとめたものである。 
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動は、1970 年代以降広まったベーシック・ニーズ・アプローチ（Basic Needs Approach）とも重な
る。このアプローチでは、食糧や水、教育など、最低限必要なものがない周縁化された人びとに
対して、サービスを提供することに重点を置く［Jonsson 2003］。第二世代の NGO は、受益者が自























続いた帝政下、および 1991 年まで続いた軍事社会主義政権下においては、NGO 数は限られてい
た。しかしながら、1973年と 1984 年の大干ばつが起こると、多くの国際 NGO が緊急支援を開始
し、この動きが国内の現地 NGO の設立を促した［Kassahun 2003 など］。Korten［1990］が示す、
サービスを直接提供する第一世代の NGOがこの時期に活動を始めたことになる。しかし、当時の
軍事社会主義政権は NGO の活動を積極的に認めたわけではなかった［Campbell 1996］。1994年に
樹立された連邦共和制政権は、民族自治に基づく連邦制であるが、前政権を打倒したエチオピア
人民革命民主戦線（EPRDF）が過去 5回の選挙において勝利し、EPRDF一党による統治が続いて
いる［児玉 2015］5。政府は 2000 年代に入るまで NGOに対する規制を緩めることはなく［Dessalegn 
2008］、1990 年代の NGO は、第一世代の NGO の特徴を有し、物資やサービス提供に限定した活
                                                        
4 一方で、外国からの資金に依存する NGOの活動は、非政治化しており、政府に対する啓発活動を避けていると
いう指摘もある［Banks and Hulme 2012］。 
5 2019年 11月に EPRDFは解散し、新政党「繁栄党」が成立した［眞城 2020］。 
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動を中心に行った。 




った NGO 数は、2007 年には 1976 団体まで増加し、2009 年に約 4000 団体まで急増した。2000年
代に、エチオピアでの NGO の活動環境が好転し、多くの NGO が第二世代のエンパワメントに基
づく活動を行い始めた。さらに、2005 年の選挙では、選挙管理委員のトレーニング、主権者教育、




2009 年の旧布告制定まで、NGO に限定した法制度はエチオピアには存在しなかった［Ewing and 
Beyene 1972 など］。そのため、旧布告が制定されると知った多くの NGO は、政府による NGOに
対する公的な認識を大いに喜んだ6。実際に、旧布告の目的は、憲法第 31条に示されている、結社
の自由の権利の実現であり［Federal Democratic Republic of Ethiopia 1994］、エチオピアの人びとの
発展のために、NGO を支援および促進することを目的としていることが明記されている［Federal 
Democratic Republic of Ethiopia 2009］。しかしながら、旧布告の内容は規制的であったため、多く
の NGO は落胆した。明記されていないが、旧布告の目的には、NGO による反政府活動の規制が











そのほかにも、2007 年に修正された選挙法（Electoral Law of Ethiopia Amendment Proclamation 
No.532/2007）は、選挙にかかわる NGO の活動を制限する内容が含まれた［Jalale 2019］。このよ
うな動きは、2010年の選挙に向けた動きとも推測されている［Amnesty International 2012］8。選挙
                                                        
6 2016年 2月、筆者がアディスアベバで行った現地 NGO代表へのインタビュー調査より。 
7 たとえば、人権活動を行う NGO 職員 2名が反逆罪として逮捕されたほか［Ashagrie 2013］、Christian Relief and 
Development Associations が、民主主義の思想や法の遵守の啓発活動を行うと、憲法違反として警告を法務省が出












くつかの NGOから批判された規定があるが、そのうちのひとつは、資金源による NGO の分類と
それに基づく活動制限である（第 2、3 条）。現地 NGO は国外からの支援金が全資金の 10%以下
の団体と 10%より多い団体に分けられ、子どもの権利や障害者の権利、人権や民主的権利などに
関連する活動や啓発活動などを行ってよいのは、国外からの資金が 10%以下の団体のみとされた。







NGOに対して弾圧的であるとして、国内外から多くの批判を受けた［Ashagrie 2013 など］。 
 
（4）「市民社会組織に関する布告」（新布告）による今後の NGOの活動領域の行方 
旧布告によって NGO の活動領域の縮小が進んで 10 年、2018 年に就任したアビイ・アハメッ
ド・アリ首相11は、国内外での和平や民主化に向けた改革のなかで、旧布告を修正した新布告を








Fund）」という政府の補助金などからなる基金の設立が含まれており［Federal Democratic Republic 
of Ethiopia 2019, 11055］、今後の運用が注目される。 
                                                        
の操作などの人権侵害があったという報告がある［Amnesty International 2012］。 
9 旧布告については、児玉［2016］参照。旧布告に対する NGO の認識や経験については、利根川［2018］参照。 
10 2009 年から 2011 年のあいだに、現地 NGO2275 団体のうち 547 団体が再登録できなかったという［Jalale and 
Wolff 2019］。その後、NGOの登録数は、一度は減少したものの、2016年時点で 3084団体にまで再び増えた［2016
年 2月、筆者による NGO担当省職員へのインタビュー調査］。 
11 1998 年以来国交断絶していたエリトリアとの 2018 年 7 月の国交回復における、アビイ首相の和平に向けた活
動が評価され、同首相は 2019年ノーベル平和賞を受賞した［眞城 2020］。 
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一方で、新布告にも「説明責任を果たし、公益の最大化のためには（NGOを含む）市民社会組























（1）ケニアにおける NGO の発展と NGO 連携法 
1963 年のイギリスからの独立前から、ケニアには民族を中心とする青年協会や労働組合などが
存在し、そのような市民社会組織はケニアの独立に貢献したといわれる［CSRG 2014; Wamucii 
2014］。1968年に設置された結社法（Societies Act）によって、NGO は登録と活動が管理されるよ
うになった［Wamucii 2014］。ジョモ・ケニヤッタ初代大統領の共和制時代の 1974年時点で NGO
数は 125 団体であったといわれている［Brass 2012］。 





2015］。1980 年代末頃から、とくに現地 NGO が活動を拡大し、NGO の多くは、このころには自
                                                        
12 括弧内は筆者による加筆。 
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大統領は 1990 年に NGO 連携法（NGO Coordination Act）を成立させたのである［CSRG 2014］。 
NGO 連携法は、NGO の活動の監視と統制が真の目的であったともいわれている［Mwakisha 
2015; Wamucii 2014］。現在においても法律として効力を有する NGO 連携法は、詳細な説明が欠落
しており、曖昧な点が多く、とくに、NGO 登録認可の基準の不透明さと、登録の審査期間の不明
確さが指摘されている［Kelly 2019］。同時に NGO 連携法によって設立された NGO 連携局（NGOs 
Co-Ordination Board）が NGO に対して差別的であり、大きな権力を持つと批判されている［OMCT 
and FIDH 2018］。たとえば、NGO 連携法によれば、NGO連携局は、NGO 登録の申請却下の理由
や根拠を示す法的義務がないため、多くの NGO は理由が不明のまま登録申請を却下されている










世代の活動をする NGO に対してより積極的に支援するようになった［Wamucii 2014］。このよう
な外国からの支援もあり、1997 年には 836 団体であった NGO 数は、2006 年には約 4500 団体に




築のために多くの NGO が議論に参加した。その後、2012 年に法案が作成され、議会を通過し、
ムワイ・キバキ第三代大統領が、2013年 1月に公益団体法（Public Benefit Organization Act）を承
認した［CSRG 2014］。 





                                                        
13 NGO連携法では、無登録での NGO活動は 5万ケニア・シリング（約 475米ドル）の罰金もしくは最大 18カ月
の禁固が定められている（第 22条）。 
東アフリカにおける市民社会スペースの検討 



















の保障」に加え、政府と NGO やその他のアクターとの協調の促進が挙げられている（第 3条）。
また、先述の 15 項目の活動指針のなかにも「NGO、民間セクター、ドナー、そして政府とのあい
だの相互的な信頼関係とパートナーシップの促進と維持」（第 27条）が示されている。なお、「協
調（collaboration）」という表現は、附則も含め同法のなかに、計 32回使用されている。附則 1 に
は、「政府と NGO との効果的な協調のための指針」が設けられ、政府との共存、協調、対話、関
係性の強化、お互いの補完的な関係性の構築が強調されている（第 1 条）。 
さらに、NGO 連携法で批判されていた点については、「登録手続きに透明性を持たせて、NGO
の設立を促す」（第 3 条）ことが公益団体法の目的のひとつに含まれている。NGO 連携局に代わ
る新たな担当機関が「NGO 登録を拒否した場合には 14日以内にその理由も示すこと」（第 16条）
が加えられたほか、担当機関の決定を不服とする場合には決定の 30日以内に、決定の見直しを要
求することができるとし（第 17 条）、NGO 連携法から大きく改善された。公益団体法は、法案作




（3）未施行の公益団体法：政府による NGO に対する抑圧的な姿勢 
2013 年 1 月に公益団体法がキバキ大統領によって承認された後、3 月に大統領選挙が行われ、
初代大統領の息子であるウフル・ケニヤッタが第四代大統領に就任した。ケニヤッタ大統領は、
                                                        
14 公益団体法では、「公益団体」とあるが、本稿では統一して「NGO」とする。法令の翻訳についても公益団体を
NGOと訳す。 
15 NGO Coordination Act（1990）前文より［Republic of Kenya1990］。 
東アフリカにおける市民社会スペースの検討 
62 アフリカレポート 2020年 No.58 
 
就任直後から、とくに人権分野で活動する NGO などに対して公に敵意を示しているという




ヤッタを含め 6 名が国際刑事裁判所に 2011 年に起訴された。ケニヤッタに対する訴追は 2014 年
に取り下げられたが、この国際刑事裁判所へ判断を促す働きかけに、人権分野で啓発活動を行う
第三世代の NGO などが大きく関与したといわれている［Otieno n.d.］。 
そのような背景をもつケニヤッタ大統領の就任後、そして、多くの NGO が公益団体法の施行を
待っていた最中、2013 年 10月に公益団体法の 68カ所の加筆・修正案を含む成文法案（The Statute 
Law Bill）が提出されたのである。そのなかには、海外援助など外国からの入金には政府機関を通
す仕組みや、特別な許可がないかぎり、国外からの資金は全資金のうち 15%を上限とする内容も
含まれている［Republic of Kenya 2013b, 980］。この外国からの資金に上限を設ける方法は、エチオ






り、2014年には、54 カ所の修正箇所を上程したという報告がある［OMCT and FIDH 2017］。そし
て、その修正内容は、NGO 活動の制限を目的としているという［OMCT and FIDH 2018］。公益団
体法の未執行に対して、NGO 側は高等裁判所に訴えている。高等裁判所は、NGO 側を支持し、政
府に対して公益団体法の施行を 2度にわたって期限付きで命令したものの、政府は近年では、2018
年に公益団体法に代わる規制的な法案を示しており［Civicus et al. 2019］、2020年 4月現在におい
ても公益団体法の施行に至っていない。 
それどころか NGO に対する規制が強まっているという。2017 年の選挙が近づくとガバナンス
やアカウンタビリティなどの啓発活動が、選挙に関係した違法な活動に当たるとして、NGO連携
局から少なくとも 6団体が NGO閉鎖の警告を受けた。さらに、選挙に関連した NGO の活動は違
法であるという印象を与えるようなネガティブ・キャンペーンを政府が行っていたという［Civicus 
et al. 2019］。公益団体法では、政治や民主主義に基づく活動が奨励されているが、現行の NGO連
携法にはそのような記載はなく、NGO 連携局は政治に関連する NGO の活動を取り締まっている
様子がわかる。 
2018 年から 2019 年の政府の開発計画（The Third Medium Term Plan III）において、ケニアの社
会経済の発展における NGO との強固なパートナーシップの重要性が示されているものの［NGOs 










現地 NGO 代表は指摘した。さらに、NGO が政権に対抗する反対勢力になる可能性を、政府は脅
威として捉えている点も述べられた。このような状況は、公益団体法で述べられているような、






（1）エチオピアとケニアの NGO 法規制の特徴 
2009 年に成立したエチオピアの旧布告が NGO に対する規制的な内容であったのに対し、ケニ





と類似点がある。ケニアでは、1990 年に制定された NGO 連携法という比較的大掴みな法律のも




う強硬姿勢と第三世代の NGO に対する規制的な対応を後押ししてきた可能性はあるだろう。 
 






































































鈴木恵子・粒良麻知子訳 日本評論社（Edwards, Michael 2004. Future Positive: International Co-operation in the 21st 
Century. London: Earthscan Publications) 
児玉由佳 2015.「2015年エチオピア総選挙――現政権圧勝後の展望――」『アフリカレポート』(53)62-67. 
――― 2016.「エチオピアにおける NGO 活動――『慈善団体および市民団体に関する布告』(No.621/2009）の影
響についての検討――」『アフリカレポート』(54)32-43. 
利根川佳子 2018.「エチオピアにおける NGOの活動領域の検討――市民社会に関する法律の影響と NGOの対応
と認識――」宮脇幸生編『国家支配と民衆の力――エチオピアにおける国家・NGO・草の根社会―― 』大阪公
立大学共同出版会. 









Aalen, Lovise and Kjetil Tronvoll 2009.“The End of Democracy? Curtailing Political and Civil Rights in Ethiopia.” Review 
of African Political Economy (120):193-207. 
Ager, Pamella 2018. Out with the Old, in with the New: The Public Benefit Organizations Act, 2013. 27 June. Oraro & Company 
Advocates. (https://www.oraro.co.ke/2018/06/27/out-with-the-old-in-with-the-new-the-public-benefit-organizations-act-
2013/, 2020年 2月 18日アクセス). 
Amnesty International 2012. Stifling Human Rights Work: The Impact of Civil Society Legislation in Ethiopia. London: 
Amnesty International Ltd. 
Ashagrie G. Abdi 2013. “The Ethiopian Civil Society Law in Light of the Principle of the Best Interest of the Child.” The 
Interdisciplinary Journal of Human Rights Law (7): 127-146. 
Banks, Nicola and David Hulme 2012. “The Role of NGOs and Civil Society in Development and Poverty Reduction.” Brooks 
World Poverty Institute (BWPI) Working Paper 171, Manchester: University of Manchester.  
Brass, Jennifer 2012. “Blurring Boundaries: The Integration of NGOs into Governance in Kenya.” Governance: An 
International Journal of Policy, Administration, and Institutions 25(2):209–235. 
Campbell, Will 1996. “The Potential for Donor Mediation in NGO-State Relations: An Ethiopian Case Study.” IDS Working 
Paper 33, Brighton: Institute of Development Studies. 
Civicus, Article 19 Eastern Africa, National Coalition of Human Rights Defenders and Kenya Human Rights Commission 2019. 
KENYA Joint Submission to the UN Universal Periodic Review 35.  
(https://www.upr-info.org/sites/default/files/document/kenya/session_35_-_january_2020/js3_upr35_ken_e_main.pdf, 
2020年 2月 18日アクセス). 
東アフリカにおける市民社会スペースの検討 
66 アフリカレポート 2020年 No.58 
 
CSRG (Civil Society Reference Group) 2014. A Guide: The Public Benefit Organizations Act, 2013. Nairobi: Civil Society 
Reference Group. 
Dessalegn Rahmato 2008. “The Voluntary Sector in Ethiopia: Challenges and Future Prospects.” in Civil Society at the 
Crossroads: Challenges and Prospects in Ethiopia. eds. Bahru Zewde and Siegfried Pausewang. Addis Ababa: Forum for 
Social Studies. 
Dupuy, Kendra E., James Ron and Aseem Prakash 2015. “Who Survived? Ethiopia's Regulatory Crackdown on Foreign-Funded 
NGO.” Review of International Political Economy 22(2):419-456. 
Ewing, William H. and Beyene Abdi 1972. Consolidated Laws of Ethiopia: Unofficial Compilation of National Laws in Effect 
as of September 10, 1969 Volume I (Section 1-19), Addis Ababa: Office of Prime Minister Imperial Ethiopian Government 
and Faculty of Law Haile Sellassie I University. 
Federal Democratic Republic of Ethiopia 1994. Constitution of Federal Democratic Republic of Ethiopia.  
――― 2009. “Charities and Societies Proclamation No. 621/2009” Federal Negarit Gazette, 5th Year, No.25: 4521-4567. 
――― 2019. “Organizations of Civil Societies Proclamation No.1113/2019”，Federal Negarit Gazette, 25th Year, No.33: 
11006-11057.  
Houghton, Irungu and Stephanie Muchai 2014.“Protecting Civic Space Against #NGO Muzzle Laws in Kenya.”Development 
56(3): 340–345. 
ICNL (International Center for Non-for-Profit Law) 2016. “Survey of Trends Affecting Civic Space: 2015-16.” Global Trends 
in NGO Law 7(4):1-21. 
――― 2019. “Kenya.” Civic Freedom Monitor（https://www.icnl.org/research/monitor/kenya.html, 2019年 11月 18日ア
クセス). 
Jalale Getachew Birru 2019. “Can the New Ethiopian CSO Proclamation Open Space for CSOs to Contribute to the 2020 
Election of Ethiopia?” EDP Wire, 19 September (https://www.external-democracy-promotion.eu/can-the-new-ethiopian-
cso-proclamation-open-space-for-csos-to-contribute-to-the-2020-election-of-ethiopia/, 2020年 3月 4日アクセス). 
――― and Jonas Wolff 2019.“Negotiating International Civil Society Support: The Case of Ethiopia’s 2009 Charities and 
Societies Proclamation.”Democratization 26(5): 832-850. 
Jonsson, Urban 2003. Human Rights Approach to Development Programming. Kenya: UNICEF. 
Kassahun Berhanu 2003. “The Role of NGOs in Promoting Democratic Values: The Ethiopian Experience.” in Ethiopia: The 
Challenge of Democracy from Below. eds. Bahru Zewde and Siegfried Pausewang. Addis Ababa: Forum for Social Studies. 
Kelly, Luke 2019. Legislation on Non-governmental Organisations (NGOs) in Tanzania, Kenya, Uganda, Ethiopia, Rwanda 
and England and Wales: Knowledge, Evidence and Learning for Development (K4D) Helpdesk Report. Brighton: UK 
Government’s Department for International Development (DFID). 
Korten, David 1990. Getting to the 21 Century: Voluntary Action and the Global Agenda. Sterling: Kumarian Press.  
Mwakisha, Jemimah 2015. The Fight for Democratic Space by CSOs in Kenya: The Case of Public Benefits Organization Act 
2013 Amendments. Nairobi: Civil Society Reference Group. 
Mwesigwa, Alon 2015. “Uganda: NGO Bill Aims to Muzzle Civil Society, Say Activists.” The Guardian, 24 June 
(https://www.theguardian.com/global-development/2015/jun/24/uganda-ngo-bill-aims-muzzle-civil-society-say-activists, 
2016年 12月 22日アクセス). 
NGOs Co-Ordination Board 2019. Annual NGO Sector Report 2018/19. Nairobi: NGOs Co-Ordination Board. 
OMCT (World Organisation Against Torture) 2009. Ethiopia: Law on Charities and Societies: Freedom of Association in 
Jeopardy!, 9 January (https://www.omct.org/human-rights-defenders/urgent-interventions/ethiopia/2009/01/d19771/, 2020
年 2月 26日アクセス). 
――― and FIDH (International Federation for Human Rights) 2017. Kenya: 2017 Elections: Broken Promises Put Human 
Rights Defenders at Risk: International Fact-finding Mission Report. Geneva: World Organisation Against Torture. 
――― 2018. After Years of Broken Promises, Will the PBO Act Become More than Paper Tiger? Briefing Note. Geneva: 
World Organisation Against Torture. 
Otieno, Namwaya 2016. Long-Delayed Kenyan Law Should Make Life Easier for NGOs. Human Rights Watch. 
(https://www.hrw.org/news/2016/09/21/long-delayed-kenyan-law-should-make-life-easier-ngos, 2020 年 2 月 18 日アク
セス). 
Otieno, Samuel n.d. Partially Protected: The State of Civic Space in Kenya: A Review of International and National Reports 
(2010-2016). Nairobi: Twaweza. 
Paulos, Akalu 2005. “The Ethiopian Civil Society Phenomenon: The Prospects for Democratic Governance.” A Paper presented 
at the Participatory Development Forum Third International Conference, Ottawa. 
Republic of Kenya 1990. NGO Coordination Act, No. 19 of 1990. Date of Assent: 14 January 1991. 
――― 2013a. Public Benefit Organizations Act, No.18 of 2013. 14 January 2013.  
――― 2013b．“The Statute Law (Miscellaneous Amendments) Bill.” Kenya Gazette Supplement No. 146 (Bills No. 32), 30 
October 2013. 
UN (United Nations) 2015. General Assembly: Resolution Adopted by the General Assembly on 25 September 2015, 
A/RES/70/1. 
Wamucii, Priscilla 2014. “Civil Society Organizations and the State in East Africa: From the Colonial to the Modern Era.” in 
The Handbook of Civil Society in Africa. ed. Obadare Ebenezer. New York: Springer. 
 
（とねがわ・よしこ／早稲田大学社会科学総合学術院社会科学部） 
